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クマリフト株式会社の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、クマリフト株式会社（以下「クマリフト」）の株式を同社の既存株主から取得し、

クマリフトを当社の子会社とすることにいたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式取得の理由 

 当社は、“いつでも、どこでも、誰もが安全・安心に暮らせる社会”を実現する「社会シ

ステム産業」の構築を目指し、「セキュリティ」をベースに「超高齢社会」、「災害・BCP（事

業継続計画）・環境」といったキーワードを切り口とした新たなサービスの創出に取り組ん

でおります。 

クマリフトは、小荷物専用昇降機の国内トップシェアのメーカーとして、開発・製造か

ら販売・設置・メンテナンスまで一貫して行っており、エレベーターやホームエレベータ

ーに加え、長年培った昇降機開発・製造に関する技術・ノウハウを活用し、いす式階段昇

降機「自由生活」や段差解消機「バーチベーター」などの「超高齢社会」を見据えた商品

を“使われる方の目線”にこだわって創り出してきました。当社は、クマリフトの有する

昇降機に関する有形・無形の資産が、当社グループが「超高齢社会」の課題解決に向けた

取り組みを加速していく上で必要不可欠なものと判断し、クマリフトの株式を取得するこ

とにいたしました。 

また、「セキュリティ」の分野においても、ホームセキュリティユーザーへのいす式階段

昇降機やホームエレベーターの提供、セキュリティと昇降機を融合した新たな商品・サー

ビスの共同開発など、さまざまなシナジー効果が生み出されることが期待できます。 

当社グループは、新たに加わるクマリフトとともに、社会に役立つ新たなサービス・商

品を創出し、「安全・安心・快適・便利」な社会の実現と企業価値の向上に努めてまいりま

す。 

 

 



 

 

２．取得する会社の概要 

(1)名 称 クマリフト株式会社 

(2)所 在 地 大阪府摂津市南別府町 15 番 47 号 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役 熊谷 京子 

(4)事 業 内 容  エレベーター、ダムウェーター、搬送機、福祉機器などの昇

降機の開発・製造・販売・据付・保守 

(5)資 本 金 100 百万円 

(6)設 立 年 月 日 昭和 40年 10月 7日 

(7)上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係  

資 本 関 係 当社と当該会社の間には、記載すべき資本

関係はありません。また、当社の関係者及

び関係会社と当該会社の関係者及び関係会

社の間には、特筆すべき資本関係はありま

せん。 

人 的 関 係 当社と当該会社の間には、記載すべき人的

関係はありません。また、当社の関係者及

び関係会社と当該会社の関係者及び関係会

社の間には、特筆すべき人的関係はありま

せん。 

取 引 関 係 当社は当該会社より保守業務の提供を受け

ています。また、当社の関係者及び関係会

社と当該会社の関係者及び関係会社の間に

は、特筆すべき取引関係はありません。 

(8)当該会社の最近 3 期の経営成績および財政状態（単体） 

決算期 平成 25 年 3 月期 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 

純 資 産 7,871 百万円 7,758 百万円 11,089 百万円 

総 資 産 9,531 百万円 9,193 百万円 12,682 百万円 

売 上 高 2,837 百万円 3,147 百万円 5,235 百万円 

営 業 利 益 ▲5 百万円 224 百万円 701 百万円 

経 常 利 益 61 百万円 261 百万円 830 百万円 

当 期 純 利 益  57 百万円 154 百万円 3,136 百万円 

 

 

 



 

 

３．株式の取得先の概要 

取得先からの強い意向により開示を控えさせていただきます。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の株式の状況 

(1)異動前の所有株式数 0 株 

(2)取 得 株 式 数 48,028 株（予定） 

(3)異動後の所有株式数 48,028 株（予定） 

取得価額については、取得先からの強い意向により開示を控えさせていただきます。 

 

５．株式取得の日程 

(1)株式譲渡契約締結日 2015 年 7 月 21 日 

(2)株 式 取 得 期 日  2015 年 8 月 31 日（予定） 

 

６．今後の見通し 

  現時点で、当連結会計年度の業績予想に与える影響は軽微と考えますが、今後、修正

の必要性及び公表すべき事項が生じた場合には速やかに開示します。 

 

以上 


